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滝沢市国民健康保険の財政見通しについて 

 

１ 国保広域化での予算編成                                     

平成３０年度から始まった国保広域化により、県も国民健康保険の保険者となり、国保

の財政運営の責任者になりました。  

財政運営の責任者になった県は、国から示される各種係数等から県内すべての市町村毎

に医療費推計を行い、全県分の医療費推計を算出します。この医療費推計を基に国等から

の交付金や補助金を差し引きし、市町村が負担すべき事業費納付金を各市町村に割り振り

します。  

市町村は、県が行った医療費推計に従って保険給付費と割り振りされた事業費納付金に

より、国保特別会計の予算を編成します。  

 

２ 国民健康保険事業費納付金について                       

市町村が県に納付する事業費納付金は、県が市町村の医療費の給付実績に応じて交付す

る保険給付費等交付金（普通交付金）の財源の一つになります。 

 

（１）事業費納付金 

◎事業費納付金は、前年度から３千万円ほど減額になりました。減額の主な要因としては

「被保険者の減少」と「医療費の引き下げ改定」の影響が大きいと考えられます。 

◎退職者医療制度は、令和２年３月末で制度が廃止となったことから、皆減となりました。 

区分 Ｈ３１ Ｒ０２ 伸び率 

医療分（一般） 884,955 千円 862,774 千円 -2.5% 

医療分（退職） 469 千円 － -100.0% 

後期高齢者支援金分（一般） 276,010 千円 268,098 千円 -2.9% 

後期高齢者支援金分（退職） 156 千円 － -100.0% 

介護納付金分 88,570 千円 89,266 千円 0.8% 

納付金合計 1,250,160 千円 1,220,138 千円 -2.4% 

 

（２）事業費納付金算定に係る激変緩和措置 

◎激変緩和措置は、財政運営の仕組みの変更（納付金方式の導入等）に伴う保険税負担の

急増の緩和が目的に実施される制度で、激変緩和措置の期間は令和５年度までとされてい

ます。 

◎令和２年度の納付金算定では、激変緩和措置によりおよそ４千３００万円引き下げにな

っています。 

区分 激変緩和前 激変緩和後 差し引き 

納付金合計 1,262,908,575 円 1,220,135,092 円 -42,773,483 円 
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３ 国民健康保険の財政見通しについて                          

（１）被保険者の推移                       （単位：人） 

◎Ｈ３０とＲ元は実績値、Ｒ０２以降は過去４年の平均伸び率により算定しています。 

◎現在、６０歳以上の被保険者は被保険者全体のおよそ６０％、７０歳以上の被保険者は

全体のおよそ２６％となっています。 

◎被保険者の高齢化が進行し、平成６年までには６０歳以上の被保険者はおよそ６８％に、

７０歳以上の被保険者はおよそ３８％に達するものと推測されます。   

区分 H30 R 元 R02 R03 R04 R05 R06 

被保険者数 10,616 10,282 10,206 10,186 10,103 10,064 10,094 

うち６０歳以上 6,446 6,266 6,382 6,522 6,597 6,698 6,863 

６０歳以上の割合 60.7% 60.9% 62.5% 64.0% 65.3% 66.6% 68.0% 

うち７０歳以上 2,511 2,696 2,865 3,115 3,357 3,610 3,884 

７０歳以上の割合 23.65% 26.22% 28.07% 30.58% 33.23% 35.87% 38.48% 

 

（２）保険税の推移                       （単位：千円） 

◎Ｈ３０は決算額、Ｒ元は３月補正での予算額、Ｒ０２は当初予算額、Ｒ０３以降は過去

４年の平均伸び率により算定しています。 

◎被保険者における高齢者の割合が増加することにより、減少が続くものと推測されます。 

区分 H30 R 元 R02 R03 R04 R05 R06 

現

年

分 

医療分 656,802  616,895  597,286  581,106  563,921  543,494  526,652  

後期分 181,895  170,755  164,600  159,840  154,664  148,697  143,670  

介護分 70,537  64,972  63,950  61,953  59,833  57,602  55,922  

滞

繰

分 

医療分 36,361  27,225  25,150  22,433  20,183  17,569  15,772  

後期分 9,503  6,550  5,520  4,895  4,250  3,510  3,009  

介護分 5,585  4,050  2,520  2,122  1,702  1,287  976  

合計 960,683  890,447  859,026  832,349  804,553  772,159  746,001  

 

（３）保険給付費の推移                     （単位：千円） 

◎Ｈ３０は決算額、Ｒ元は３月補正での予算額、Ｒ０２は当初予算額、Ｒ０３以降は平均                 

区分 H30 

療養給付費 2,827,882 

療養費 19,109 

高額療養費等 377,958 

区分 R 元 R02 R03 R04 R05 R06 

療養給付費 2,891,441 2,740,306 2,754,006 2,767,776 2,781,615 2,795,523 

療養費 20,540 20,001 20,101 20,201 20,302 20,404 

高額療養費等 407,109 400,281 402,282 404,293 406,315 408,346 

 

伸び率０．５％で算出しています。  

◎高齢者の増加による医療費の増加が見込まれますが、医療

費の大幅なプラス改定が見込まれないことから、保険給付と

しては微増にとどまると思われます。  
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（４）財政見通しと課題                                   （単位：千円） 

◎医療費以外の歳出については、Ｒ２の金額のままとし、当初予算ベースでＲ６までの財政見通しです。 

◎毎年歳入不足が見込まれ、財政調整基金を取り崩して予算編成を行うことになり、Ｒ６には基金が枯渇し予算が組めな

い状況が見込まれます。よって、遅くともＲ５年度中までに、国保税率の引き上げを決定する必要があります。 

◎現在の被保険者数がおよそ１万人であることから、国保税の引き上げ影響額を２億円とした場合は一人当たり年間２万

円の増額、引き上げ影響額を１億円とした場合は一人当たり年間１万円の増額になります。 

◎財政調整基金の保有額については、現在国が定めた基準はありませんが、過去の基準を参考に「療養給付費の５％」と

し療養給付費を３０億円とした場合、１億５千万円は保有しておきたい金額になります。 

区分 H30 R元 R02 R03 R04 R05 R06 

歳

入 

国民健康保険税 960,683  890,447  859,026  832,349  804,553  772,159  746,001  

使用料及び手数料 692  501  401  401  401  401  401  

国庫支出金 163  1  1  1  1  1  1  

県支

出金 

普通交付金 3,215,955  3,319,089  3,160,587  3,176,389  3,192,270  3,208,232  3,224,273  

特別交付金等 126,994  108,001  87,261  87,261  87,261  87,261  87,261  

財産収入 83  65  1  1  1  1  1  

一般会計繰入金 347,387  376,702  348,723  348,723  348,723  348,723  348,723  

基金繰入金 26,324  89,060  122,771  161,549  189,345  221,739  247,897  

繰越金 270,356  45,598  1  1  1  1  1  

諸収入 23,469  25,999  12,108  6  6  6  6  

歳入合計Ｘ 4,972,106  4,855,463  4,590,880 4,606,681  4,622,562  4,638,524  4,654,565  

歳

出 

総務費 85,041  129,784  90,465  90,465  90,465  90,465  90,465  

保

険

給

付

費 

療養給付費 2,827,882  2,891,441  2,740,306  2,754,006  2,767,776  2,781,615  2,795,523  

療養費 19,109  20,540  20,001  20,101  20,201  20,302  20,404  

審査支払手数料 9,628  9,500  9,792  9,792  9,792  9,792  9,792  

高額療養費等 377,958  407,109  400,281  402,282  404,293  406,315  408,346  

出産育児諸費 8,423  13,447  14,708  14,708  14,708  14,708  14,708  

葬祭費 1,860  2,220  2,400  2,400  2,400  2,400  2,400  

小計 3,244,860  3,344,257  3,187,488  3,203,289  3,219,170  3,235,132  3,251,173  

国保事業費納付金 1,263,798  1,250,160  1,220,138  1,220,138  1,220,138  1,220,138  1,220,138  

共同事業費拠出金 1  2  1  1  1  1  1  

保健事業費 58,742  59,310  73,379  73,379  73,379  73,379  73,379  

基金積立金 221,086  42,182  1  1  1  1  1  

公債費 2  5  5  5  5  5  5  

諸支出金 52,976  14,763  4,403  4,403  4,403  4,403  4,403  

予備費 0  15,000  15,000  15,000  15,000  15,000  15,000  

歳出合計Ｙ 4,926,506  4,855,463  4,590,880  4,606,681  4,622,562  4,638,524  4,654,565  

差し引き（Ｘ－Ｙ） 45,600  0  0  0  0  0  0  

財政調整

基金 

４／１現在 470,015  653,673  785,699  705,110  543,562  354,218  132,480  

基金積立額 209,982  221,086  42,182  1  1  1  1  

５／３１現在 679,997  874,759  827,881  705,111  543,563  354,219  132,481  

基金取崩額 -26,324  -89,060  -122,771  -161,549  -189,345  -221,739  -247,897  

翌３／３１現在 653,673  785,699  705,110  543,562  354,218  132,480  -115,416  


